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１．はじめに

　医療資源の適正配分を行うには、地域住民の医療需要と医療資源との関係について検討する必要がある。医療資源については、公表された行政資料により、ある程度は把握可能である。一方、地域住民の医療需要については、住民の受療行動を含む生活行動の実態を把握することなく、受療率や罹患・死亡率のような統計指標を用いて、単純に議論することは好ましくない。その観点より、昨年の発表では、これからの日本の高齢社会を反映すると考えられる一つの地域として埼玉県秩父地域を事例として、流域・集落ごとに世帯への訪問調査を行い、住民の受療行動の実態と地域的構造をほぼ明らかにした。
　今回の発表は、発表者が過去に経験した福岡県における大規模な医療実態調査の事例をとりあげ、その調査手法・調査結果の医療資源再配分への有効性と限界についてまとめ、これからの地域医療政策研究の地域的課題とは何か、明らかにすることを目的とする。
２．調査方法

　①「京築地区保健医療圏における医療実態調査（1993年2月）」：福岡県京築医療圏の一般病院17施設、一般診療所116施設を対象として、医療機能・施設連携の現状に関して記載してもらう医療機能調査、および、1993年2月1日に受診した外来患者(8329人)・入院患者（2701人）、2月の1か月間に退院した患者（744人）について、居住地・診療内容などを記載してもらう受療動向調査。
　②「福岡県医療実態調査（1993年7月）」：福岡県下の3720の全医療施設（病院、一般診療所）に対して、提供可能な診療内容を記載してもらう医療機能調査と、1993年7月13日の外来患者（約28万人）・入院患者（約9万人）の居住市町村や病名・年齢などの属性について記載してもらう受療動向調査。
３．調査結果の概要

受療動向調査票に基づく詳細な受療動向地図、および医療機能調査票と受療動向調査票に基づき抽出した地域の中核的病院の分布図を研究会当日に発表する。また、これらの図がどのように医療資源の適正配分に貢献できるのか、その限界は何か、具体的に提示する。
４．まとめ

福岡県を事例とした医療実態調査により、県民の医療機関への受療の実態を詳細に把握することができている。しかし、本調査は市区町村を集計単位としており、患者の細かな属性や市区町村より狭い範囲内で発生する受療行動や、購買や通勤・通学などの生活行動について調査していないので、この調査のみで医療資源の適正配分を正確に議論することは難しい。現在、地域医療計画策定の観点から、様々な自治体や研究者により、患者調査や急性期包括払い参加病院の診療データをもとに研究が行われている。これらの研究成果には、今回発表した限界が内在しているので、慎重に結果を解釈することが重要である。
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